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Ⅰ　産業振興施策について

１．中小企業振興対策の強化

（１）保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化

国においては日本政策金融公庫の信用保険会計への出資など、必要

な財政措置を講じられているところであるが、引き続き、中小企業へ

の資金供給に支障が生じないよう、必要な財源措置を講じられたい。

　また、収支が著しく悪化している信用保険会計の運用持続を図るた

め、平成23年度から信用保険料率の引き上げなどの措置が実施されており、中長期的に信用保証協会の経営に大きな影響を及ぼす懸念がある。

　持続可能な信用補完制度の構築について、リスクに応じた適正な保証料率、保険料率の設定のあり方等、抜本的な検討を行っていただくとともに、信用保証協会の経営基盤に与える影響を十分考慮し、中小企業への金融円滑化の妨げとならないよう、必要な財源措置もあわせて講じられたい。

　さらに、責任共有制度が主流となる中、金融機関の中小企業に対する融資姿勢の後退や過度な金利上昇が生じないよう、金融機関に対する指導、監督を適宜適切に行われたい。

（２）中小企業への円滑な資金供給を図るための制度の拡充等

　①　責任共有制度における対象外範囲の拡大

　　　小口零細企業保証制度について保証限度額を引上げるとともに、局地的災害や地域固有の不況業種への対応など地域独自のセーフティネット対策、さらには「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」等による認定事業にかかる保証についても全部保証とされたい。

　②　電子記録債権への対応

　　　中小企業の資金調達円滑化を図るため、電子記録債権を担保として、金融機関から資金調達を行う際、信用保証協会が保証を行うことができるよう、保証制度要綱を改正されたい。

２．中小企業の経営安定化等の対策強化

（１）下請中小企業対策の強化

　下請中小企業の経営基盤の強化促進、利益保護に資するため、下請事業者への取引あっせん事業の充実に万全を期するとともに、下請代金支払遅延等防止法や独占禁止法の厳格な運用を図られたい。
（２）工業製品等に対する風評被害の防止

　    福島県の原子力発電所の事故により、今なお、諸外国・地域から放
射能非汚染証明等の添付を求められるなどの支障が生じている。こう

した事態の長期化・拡大による工業製品等の輸出への影響は、日本経
済に多大な損失をもたらすことから、国の責任において客観的データ
に基づく正しい情報を発信されたい。
３．成長産業関連施策に対する思い切った支援
（１） 大阪・関西では、日本経済の牽引役として、アジアとの都市間競
争に打ち勝つ“強い都市”づくりをめざしている。ついては、６月成立した「総合特区法」に基づき、その強みである環境・新エネルギー、ライフサイエンスなどが集積するベイエリア、北大阪・彩都をはじめとした大阪・関西を「総合特区」として指定されたい。
（２） 新たなエネルギー社会の構築に向けたエネルギー源の多様化を推
進するため、太陽電池や、蓄電池、電気自動車、燃料電池、それらを活用したスマートグリッド等のインフラ・社会システム整備、新エネルギー関連の国際会議、大規模展示商談会の開催など関連施策について、大阪において重点投資されたい。

（３） 大阪のバイオ産業を振興し、国際的バイオクラスターを形成する

ため、産学官による共同研究の推進や大学、研究機関、バイオベン
チャーの研究開発の促進など関連施策について、大阪において重点

投資されたい。

（４） 本府に多数集積するわが国のものづくりを支える中小製造業や国
内有数の新エネルギーやバイオ関連の生産・研究開発拠点の持続的
成長を図るため、各分野のイノベーションにつながる、研究開発支
援制度の充実・強化を図られたい。

Ⅱ　雇用施策について

１．緊急的な雇用対策
(１)　予断を許さない現下の雇用・失業情勢にかんがみ、緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業を24年度以降も継続すること。
また、より効果的に雇用対策を実現できるよう、事業の要件等について、地域の実情に応じた弾力的な運用ができるよう柔軟な制度に改善されたい。

(２)　求職者総合支援センター事業の実施期間を延長されたい。また、パーソナル・サポート事業については、モデル期間終了後、必要な財源を国において措置されたい。

(３)　厳しい雇用情勢の中、従来より地方公共団体や民間職業紹介事業者等による積極的な連携・活用を求めてきたところである。国と地方の就労支援機関で求人情報を共有化できるようにするとともに、地方の就労支援機関の職業紹介による雇用についても国の助成金の対象とされたい。
２．雇用・就労対策の充実

(１)　高い若年失業率、フリーターや若年無業者が増加する状況を放置することは、社会・経済の発展を妨げることとなるため、現在の雇用情勢や地域の実情を踏まえ次の施策の充実を図られたい。

①　景気の低迷により、雇用情勢が悪化するなか、新卒未就職者をはじめとする若年者に対する緊急的な雇用支援施策を、ＪＯＢカフェを拠点として実施すること。

②　若年無業者対策について、地域の若者の実情を理解している地方自治体やNPO等の支援団体を積極的に活用すること。また、地方自治体に事業実施を求める場合は、国において必要な財源を措置すること。

③　若者に対する職業意識の醸成や、保護者・学校等教員など若者の支援者に対しての知識の向上等を図る「厚生労働省若年者地域連携事業」を充実すること。

(２)　地域産業の活性化、成長産業の発展には、それを支える若者の育成が不可欠である。
特に、団塊世代の大量退職により大阪の中小・中堅企業では、理系やものづくり人材を中心に人材の確保が困難な状況となっていることから、地域の産業界、教育界等との連携による体系的な産業人材育成施策を、ＪＯＢカフェを拠点として継続的に実施されたい。

(３)  障がい者への雇用対策を強化されたい。

 ①　障がい者雇用率制度の対象の拡大
難病患者、内部障がい者及び高次脳機能障がい者、発達障がい者に
ついても、その雇用促進のため障害者雇用率制度の対象とされたい。

②　企業に対する各種助成金制度の拡充
特定求職者雇用開発助成金をはじめ各種助成金の支給期間や助成
率を引き上げるとともに、各種助成金制度の支給対象に、難病患者、内部障がい者及び高次脳機能障がい者、発達障がい者を追加されたい。また、障害者雇用納付金制度における報奨金の支給を受けるために必要な障がい者数の引き下げなど、一層の充実を図られたい。

③  障がい者の法定雇用率に係る情報の全面公開の実施
障がい者雇用率の未達成企業については、「雇用状況報告」や「雇入れ計画作成命令」時点などの初期段階から企業名を公表できるよう、また、公表を行っても一定の改善がみられない企業に対しては公表にとどまらない効果的な制裁措置を講じられるよう、障害者雇用促進法の強化を図られたい。

　④　精神障がい者の雇用拡大に向けた取組みの強化
精神障がい者の雇用義務制度の対象化を図るとともに、精神障がい者及び企業への支援策の構築、並びに企業啓発活動の充実強化に努められたい。
⑤　障害者就業・生活支援センター事業における雇用支援体制の充実

障がい者への支援活動が十分に行えるよう、障害者就業・生活支援センターにおける雇用支援体制の充実・強化を図られたい。

　⑥　聴覚障がい者の講習受講時の手話通訳に関する制度の充実及び創設
聴覚障がい者が、資格・免許等を取得するための講習会を受講する際に手話通訳が受けやすくなるよう、障がい者介助等助成金制度及び教育訓練給付金制度の充実、並びに、手話通訳の派遣制度の創設を図られたい。

(４)  より効果的な雇用・就労対策を図るため、地域ごとの労働関連統計の充実を図ること。特に、失業率等を把握するための労働力調査については、地域の雇用労働環境を詳細に把握し、地域格差の状況等を把握するためにも、国において、各都道府県の労働情勢の精緻な統計調査を実施されたい。

(５)　「高年齢者就業機会確保事業費等補助金」交付制度について、以下
のとおり対応されたい。
①　国による活動拠点への補助については、国が、直接活動拠点に支援することも可能となるよう要綱等を改正されたい。

②　国による連合本部への補助額については、都道府県の補助額に係わりなく、事業内容に基づく補助額が交付されるよう、要綱を改正されたい。
③　地域において「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき

指定されたシルバー人材センターと同様の活動をしていながら法人格
がなく事業規模が小さいため、国の交付要件を満たさず国庫補助金を
活用できない「ミニシルバー」についても、補助対象とされるよう条
件を緩和されたい。
３．勤労者福祉の向上

（１） ワークライフバランスの実現を図るため、労働時間等の設定が労働者の健康と生活に配慮したものへ改善されるよう、以下の点について、取組みをなお一層強化されたい。

　①　所定外労働時間の削減等による総労働時間の短縮や賃金不払い残業の解消に向けた事業場への指導・監督を強化されたい。

　②　長期休暇や連続休暇制度の早期導入をはじめ、年次有給休暇の取得促進に向けた事業主への啓発、支援策を拡充されたい。

（２） 地域別最低賃金について、すべての労働者の賃金の最低額を保障するセーフティネットとして十分に機能するよう、「生活保護に係る施策との整合性」及び政労使会議等の合意内容を十分勘案し、その引上げに努められたい。

（３） 労働者派遣法の遵守の徹底を図るとともに、派遣労働者の直接雇用や正社員化、能力開発や職業訓練の機会の拡大、社会保険・労働保険の適用促進など、派遣労働者の雇用の安定に向けた取組みを一層強化されたい。また、職業訓練や雇用保険の拡充などセーフティネットの強化に努められたい。

（４） 労働者派遣法の改正が予定されていることから、今後、製造現場などにおいて、派遣から請負への転換が予想される。請負を装った派遣労働など不適正な事案の増加も予想されるため、請負業者及び発注者に対する関係法令の周知徹底や指導監督を強化されたい。また、請負業務を行う労働者について、労働安全衛生や教育訓練の機会が確保されるよう、事業所や労働者に対する指導等を行われたい。
（５） 非正規労働者の処遇改善を図るため、改正パートタイム労働法等労働関連法令の周知徹底に努めるとともに、正規労働者と均衡のとれた待遇の確保や正社員化の促進等が図られるよう、事業主に対する支援、助言・指導の強化など、実効ある取組みを一層推進されたい。

（６） 一層の高齢化社会の進行に備え、不足する介護サービスに携わる労働者の社会的地位の向上と安定した雇用の場及び賃金や労働条件の引き上げを図るため、介護保険制度の抜本的な改正を図られたい。なお、当面、介護職員処遇改善交付金の活用促進などにより、介護労働者の賃金・労働条件の引上げを行われたい。

　　　 また、労働関係法令の遵守について介護サービス事業者の指導・監督をより一層強化されたい。

（７） 建設日雇労働者の退職金共済手帳の取得が促進されるよう、建設業退職金共済制度の円滑・確実な履行の確保を図られたい。

４．職業能力開発制度の充実

（１） 雇用対策法に基づく訓練手当は、公共職業安定所長の受講指示に
より職業訓練を受ける求職者に対して都道府県が支給しているところである。

現在、訓練手当の支給要件は、障がいの種類や被扶養者かどうか
により所得要件の有無に違いがあるなど、公平性が担保されていない。また、受講指示がある者は訓練手当が全額支給され、受講指示のない者は全く支給されない状況となっている。

　　　 より公正な制度とするため、所得要件の統一や、所得に応じた支
給額とするなど、訓練手当が真に必要な者に支給できるよう弾力ある制度に改められたい。

（２） 離職者訓練等の委託事業に従事する府職員の人件費を、全額、国
負担とされたい。

５．あいりん地域対策の強化

　　あいりん地域は、全国から労働者が集まる日雇労働市場として、様々な社会的課題を抱えており、その解決のため、国による全国的な総合対策について、下記のとおり必要な措置を講じられたい。

（１）　国における抜本的な総合対策の推進

　　　関係省庁共同による組織体制の整備や事業予算の確保などにより、あいりん地域の現状を見据えた日雇労働対策を実施するとともに、住居、保健衛生、生活環境等広範囲な分野にわたる抜本的な総合対策を推進されたい。

（２）　日雇労働者の雇用対策の充実

　①　建設産業の変容に伴い、あいりん地域における労働力の需給バランスが大きく崩れていることから、全国的規模での就労斡旋の実施など広域的・総合的な観点から日雇労働の需給調整に取り組まれるとともに、建設業以外の職種への転換を容易にするための施策を充実されたい。

　②　公共事業の執行にあたっては、年間における日雇労働需要の変動を抑制し、就労機会の均一化を図られたい。

　③　高齢日雇労働者の就労は、特に厳しい状況にあることから、特別就労事業の創設など、実効性のある対策を実施されたい。

（３）　日雇労働者の雇用環境等の改善

　①　地域における就労経路の適正化を図るため、求人行為の集中する時間帯に巡回指導を行ない、求人事業所に対して「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」に基づく「募集に関する事項の届出」の遵守及び「雇用に関する文書の交付」の徹底、職業安定法に違反する求人行為の防止など指導の強化に取り組まれたい。

　　　併せて、いわゆる労災隠しを防止するため、事業主に対して労働災害発生時の適切な対応についてなお一層の啓発指導に取り組まれたい。

　②　事業主に対し、雇用保険制度への加入を促進するとともに、生活の安定を図るため雇用保険の受給要件の緩和などの措置を講じられたい。
　③　全ての事業所において健康保険日雇特例被保険者手帳に印紙の貼付を受けることができるよう措置を講じられたい。

　④　現行の日雇労働者等技能講習事業のより効果的な推進のために、受講に伴う生活上の支援措置を講じられたい。

　⑤　地域の日雇労働者の就業及び労働福祉に係る拠点施設である「あいりん労働福祉センター」について、設置後相当年数を経過し老朽化していることに加え、耐震補強工事が必要である。また、同施設の設置者である「独立行政法人雇用･能力開発機構」の廃止が決定されたため、国において同施設の管理運営に必要な所要の措置を早急に講じられたい。

　　　さらに、地域の日雇労働者を取り巻く状況が変化してきたことを踏まえ、施設の今後のあり方についても検討を進められたい。

（４）　あいりん地域における職業紹介のあり方検討の実施について

　　　あいりん地域の日雇労働者に対する職業紹介は、昭和３７年から（財）西成労働福祉センターにおいて実施しているところである。

　　　しかしながら、建設投資の減少、建設現場の機械化・合理化とともに、労働者の高齢化の進展、若年不安定就労層の建設労働への流入、携帯電話の活用による労働者の募集方法の変容などの構造的な問題により、現在では、地域の日雇労働者に対する労働需要の大幅な減少がみられ、回復することが見込まれない状況にある。

　　　このようなことから、国として同地域における職業紹介事業のあり方について抜本的検討を行い、適切な措置を講じられたい。

　　　併せて、当面（財）西成労働福祉センターが職業紹介事業を実施するにあたり、必要な財政措置を講じられたい。

（５）　東日本大震災の復旧等事業を契機とした求人の適正化等について

今般、あいりん地区労働者に対する無料職業紹介を実施している（財）西成労働福祉センターにおいて、紹介した労働者を、求人事業所が求人申込みの際に明示した労働条件と異なる福島原発での事故関連業務に従事させていた事案が発生したところである。
全国から労働者が集まる日雇労働市場「あいりん地域」において、適切な職業紹介を実施する観点から、国においても、下記の事項について、万全の対応を図られたい。
1 　建設事業主等への指導の徹底

建設事業主や事業主団体に対し、求人内容を正確に判断するための適正な労働条件を明示しているか、安全、快適に就業できるような労働環境が整備されているか、機会あるごとに指導されたい。

2  不適正事案発生時の迅速かつ適切な対応

求人事業所における不正な事案及びそれが疑われる事案が発生した場合、遠隔地での事案を含め、求人事業所に対する指導・処分の権限を有する国において、的確な事実関係の把握をはじめ、迅速かつ適切な対応を行われるとともに、不正な求人事業所に対しては、厳正な処分を行われたい。

さらに、その経過や結果については、今後の適正な求人受理を担保する観点から、職業紹介事業所に情報を提供されたい。
６．ホームレスの人等の就労自立支援等

　ホームレス問題は大都市特有の問題で、国の経済政策等に大いに起因するところから、国が主体となって即時性と実効性のある対策を講じるべき問題である。

　したがって、下記のとおり必要な措置を講じられたい。

（１）　ホームレスの人等の就労機会の確保・提供

　①　「ホームレス自立支援センター」に入所するホームレスの人の就職率が４０％台に留まっており、モチベーションアップのための個別カウンセリングや就職への意識を高めるセミナーなど、就職率を更に高めるための施策を充実されたい。

2  国所管の河川・道路などの公共施設の維持・管理業務に、ホームレ

スの人等が優先的に従事できるような就労支援策を組み込まれたい。

　③　民間企業において常用雇用の促進が図られるよう、ホームレスの人等を「特定求職者雇用開発助成金制度」の対象者とするなど雇用奨励施策を充実されたい。

（２）　ホームレス化の予防支援
　①　あいりん地域においては、高齢日雇労働者の就労機会が激減してお
り、ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在することから、就業機会の確保など、労働面から対策を講じられたい。

　②　ホームレス化予防の観点から、本府があいりん地域高齢日雇労働者
に対し実施している公的就労機会の提供事業について、財政支援の措置を講じられたい。
とりわけ、平成２３年度末で対象期間が終了する緊急雇用創出事業について、高齢日雇労働者の雇用を確保するため、その継続などの対策を図られたい。
（３）　住居喪失不安定就労者に対する住居確保の支援

　　　住居喪失不安定就労者について、より安定した雇用機会を確保する
ためには住居の確保が必要であることから、「総合支援資金貸付」、｢住宅手当｣等についての円滑な実施を図られたい。

（４）　「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」に係る支援
　　　平成24年8月に法の失効が迫る中で、未だ厳しい状況にある。ホームレスの人等の自立を支援するために、財政上の措置が図られるよう、法期限の延長など、必要な措置を講じられたい。
Ⅲ　国と地方等の適正な役割分担について

1． ハローワークの移管

(１)　本年３月末、府が提出したアクション・プランに基づくハローワークの移管に係る提案書について、国においては、早期に、審査基準をオープンにしたうえで審議を行い、出先機関原則廃止に則り、誠実に対応されたい。
２．都道府県における計量行政等のあり方

（１）検査・検定における民間活用の促進

計量行政の自治事務化から10年が経過し、その執行における都道

府県間格差が拡大するなど、様々な課題が生じている実情を踏まえ、

国、地方公共団体、民間の役割分担を見直す必要がある。
当面、指定検定機関の指定基準の緩和により、検査・検定における

民間活用の促進を図るなど、「計量制度検討小委員会報告書（平成20年）」で示された計量行政のあり方の具体化に努められたい。

（２）計量教習の実施拡大
　  　独立行政法人産業技術総合研究所計量研修センターで実施されて

いる計量教習を、同研究所の関西センター（大阪府池田市）においても実施されたい
（３）独立行政法人化に伴う計量証明の事業登録の見直し

計量法に基づく計量証明の事業登録に関して、地方独立行政法人化

する試験研究機関についても、同法で定める計量証明の事業登録を要しない独立行政法人の取り扱いにされたい。
商工労働に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望
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